
 

 

 
                       

   
 

平成22年11月8日 
各      位 
 

会 社 名  株式会社細田工務店 
代表者名  代 表 取 締 役 社 長 阿部憲一 

（JASDAQ・コード1906） 
問合せ先 
役職・氏名  取 締 役 総 務 部 長 山 口  匠 
電  話  03-3220-1111 

 

平成23年3月期業績予想の修正及び配当予想の修正に関するお知らせ 
 

最近の業績動向を踏まえ、平成22年5月17日付「平成22年3月期決算短信」において発表いたしまし

た平成23年3月期（平成22年4月1日～平成23年3月31日）の業績予想及び配当予想を下記のとおり修正

いたします。 
 

１．平成23年3月期第2四半期連結累計期間 連結業績予想の修正 
（平成22年4月1日～平成22年9月30日）                          （金額の単位：百万円） 
  

売 上 高 
 

営 業 利 益
 

経 常 利 益 
 

四半期純利益 
1株当たり 

四半期純利益 
前 回 発 表 予 想 ( A ） ８，５００ １３５ △１７４ △１８４ △１１円５４銭

今 回 発 表 予 想 ( B ） ８，２９４ １１６ △７８ △１２８ △８円０３銭

増 減 額 （ B － A ） △２０６ △１９ ９６ ５６ － 
増 減 率 （ % ） △２．４ △１４．１ － － － 
(ご参考)前期第2四半期実績

(平成22年3月期第2四半期) １２，００４ △７７ △４３２
 

△３９９ △２５円０８銭

 
２．平成23年3月期第2四半期累計期間 個別業績予想の修正 

（平成22年4月1日～平成22年9月30日）                          （金額の単位：百万円） 

  
売 上 高 

 
営 業 利 益

 
経 常 利 益 

 
四半期純利益 

1株当たり 
四半期純利益 

前 回 発 表 予 想 ( A ） ８，２００ １６０ △１４０ △１４７ △９円２２銭

今 回 発 表 予 想 ( B ） ８，００４ １０４ △８７ △１２６ △７円９０銭

増 減 額 （ B － A ） △１９６ △５６ ５３ ２１ － 
増 減 率 （ % ） △２．４ △３５．０ － － － 

 
３．平成23年3月期第2四半期累計期間業績予想修正の理由 
＜個別＞ 

当第2四半期累計期間の売上高は、当社が主力とする戸建分譲事業では、よりエンドユーザーの要望・期待に応え

るために、建売分譲からデザイン・設備等の選択機会と幅を拡げた販売方法「BY-CONCEPT」を強化したことと、

収益性の確保を重要視したこと等により、期間内での販売棟数が計画より減少し、売上高も900百万円減少する見込

みではありますが、収益不動産事業につきましては、低収益性物件の早期在庫圧縮に努め、下期に売却を予定してい

た物件を上期中に売却することができたため、計画を800百万円上回る見込みであります。また、個人受注では、他

社との競合も激しくなっており、売上棟数が計画より減少したことから140百万円少なくなりましたが、既存ユーザ



 

 

ーへの全社的な訪問活動とニーズに対するきめ細やかな対応により、リフォーム事業においては計画を80百万円上回

る見込みであります。 
以上より、全社売上高におきましては、前回予想8,200百万円に対し8,004百万円と△196百万円の差異となる見込

みであります。 
利益面につきましては、戸建分譲事業で販売棟数が減少したものの、利益率は改善し向上いたしました。また、引

き続きコストの低減や販売費及び一般管理費等の経費削減に努めてまいりました。しかしながらその一方で、有利子

負債圧縮を図るための収益不動産売却による損失（110百万円）や個人受注部門の利益の減少（30百万円）等の影響

により、営業利益は160百万円に対し104百万円と△56百万円の差異となる見込みであります。 
一方、経常利益につきましては、有利子負債の圧縮により営業外費用の軽減が図られたことから、△140百万円に

対し△87百万円と53百万円の差異となる見込みであります。 
また、四半期純利益につきましては、△147百万円に対し△126百万円と21百万円の差異となる見込みであります。 

＜連結＞ 
主に連結財務諸表提出会社（当社）の業績予想の修正によるものです。 

 
４．平成23年3月期通期 連結業績予想の修正 

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）                         （金額の単位：百万円） 

  
売 上 高 

 
営 業 利 益

 
経 常 利 益 

 
当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

前 回 発 表 予 想 ( A ） ２０，９００ １，０２０ ４１０ ５５０ ３４円５０銭

今 回 発 表 予 想 ( B ） １９，６００ ７３０ ２５３ １７６ １１円０４銭

増 減 額 （ B － A ） △１，３００ △２９０ △１５７ △３７４ － 
増 減 率 （ % ） △６．２ △２８．４ △３８．３ △６８．０ － 
( ご 参 考 ) 前 期 実 績

( 平成 2 2 年 3 月期通期 ) ２５，０３６ ９３３ ３１４
 

２７８ １７円４９銭

 
５．平成23年３月期通期 個別業績予想の修正 

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）                         （金額の単位：百万円） 
  

売 上 高 
 

営 業 利 益
 

経 常 利 益 
 

当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

前 回 発 表 予 想 ( A ） ２０，２００ １，０００ ４００ ５４６ ３４円２５銭

今 回 発 表 予 想 ( B ） １９，０００ ７２０ ２５０ １９０ １１円９２銭

増 減 額 （ B － A ） △１，２００ △２８０ △１５０ △３５６ － 
増 減 率 （ % ） △５．９ △２８．０ △３７．５ △６５．２ － 
( ご 参 考 ) 前 期 実 績

( 平成 2 2 年 3 月期通期 ) ２４，５３４ ８４９ ２１８
 

２０２ １２円７２銭

 
６．平成23年3月期通期業績予想修正の理由 
＜個別＞ 

平成23年3月期通期の売上高におきましては、20,200百万円に対し19,000百万円と△1,200百万円の差異となる見

通しであります。 
当社の主力となる戸建分譲事業につきましては、商品の収益性を重視し、より一層お客様に弊社住宅の利点をご理

解いただき、将来性のある顧客開拓に繋げていくことも念頭に置き販売活動を行っていくため、通期では10棟強販売

計画を下回る見込みでありますが、現時点においては、すでに年間計画販売棟数の7割強の申込を受け付けておりま

す。また、定着が図られてきた販売方法の「BY-CONCEPT」も、より一層充実したものへとシフトしていく予定で

あります。 
収益不動産事業につきましては、当初計画通りの売上高となる見通しであります。なお、個人及び法人受注につき

ましては、他社との競合により、厳しい受注環境の状態が継続することを考慮し、年度の個人及び法人受注棟数は、



 

 

計画比それぞれ30棟前後下回る見通しであります。 
利益面におきましては、戸建分譲事業では利益率が向上していることから、売上総利益が改善し順調に推移してい

く中で、引き続き販売費及び一般管理費等の経費削減に努めてまいります。そして、収益不動産事業では残る低収益

性物件の早期売却に努め、個人及び法人受注では契約ベースでの受注量が順調に推移しているものの、今年度の売上

は計画を下回る見通しから、営業利益は1,000百万円に対し720百万円と△280百万円の差異となる見通しであります。 
 経常利益につきましては、収益不動産事業において、低収益性の物件売却による有利子負債の圧縮が図られること

等から、400百万円に対し250百万円と△150百万円の差異となる見通しであります。 
当期純利益につきましては、資産除去債務の計上のほかに、税負担の増加により、546百万円に対し190百万円と

△356百万円の差異となる見通しであります。 
＜連結＞ 

主に連結財務諸表提出会社（当社）の業績予想の修正によるものです。 
 
７．配当予想の修正 
   当期は、期末配当として3円00銭を予定しておりましたが、前述の業績見通しを考慮し、慎重に検討を重ねた結果、

経営基盤の強化のため内部留保を充実させることが優先課題であると判断し、誠に遺憾ではございますが、無配とさ

せていただきたいと存じます。 
株主の皆様には深くお詫びを申し上げるとともに、早期の復配に向け、経営陣、従業員が一体となり業績の向上に

努めてまいりますので、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 
 

 年間配当金（円） 

 
第１ 

四半期末 
第２ 

四半期末 
第３ 

四半期末 
期末 合計 

前 回 予 想 
(平成22年5月17日発表) 

－ 0円00銭 － 3円00銭 3円00銭 

今 回 修 正 予 想 － 0円00銭 － 0円00銭 0円00銭 

当 期 実 績 － 0円00銭 －   

前期 ( 平成 2 2 年 3 月期 ) 実績 － 0円00銭 － 0円00銭 0円00銭 

 
※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 

以  上 


